
携帯電話は新興国でも、 人々の生活に浸透してきて

いる。その背景には通信インフラへの巨額の投資がある。

中低所得国において民間資金が投入された通信分野の

プロジェクトの総額は、 2000 年から 2015 年上期までで

8,395 億ドルと、 電力の 6,190 億ドルを大きく上回ってい

る。 本稿では、 携帯電話を中心とする通信インフラの新

興国における現状を俯瞰し、 今後の方向性を探る。

新興国での通信インフラの現状と動向 
携帯電話は、 電話線を張り巡らす必要がある固定電

話と異なり基地局の設置のみで済むため投資コストが安

く、 固定電話が普及していなかった新興国においても

急速に普及が進んだ。 そのため、 新興国における携帯

電話の普及率は通信インフラの整備の度合いを測る最

も重要な指標の一つと位置付けられている。 国連の専

門機関である ITU （国際電気通信連合） によると、 新

興国の携帯電話普及率 （図表 1 注 1） は、 先進国で

100％を超えた 2007 年時点では 39.1％にすぎなかった

が、 2014 年には 91.1％と急速にキャッチアップしてきて

いる。 これは、 新興国においても音声通話だけでなくイ

ンターネットを使える人が増えてきていることも意味してい

る。 新興国のインターネット普及率 （図表 1 注 2） を見

ても、2007 年の 11.9％から 2014 年には 32.4％となった。

それに伴って、 銀行口座を持たない人でも国内外への

送金を行える M-PESA 等のモバイルマネーサービスの

展開や、 農村では肥料の使い方等の農業関連情報の

配信が農業の生産性向上を実現するなど、 社会全体に

大きな変化を引き起こしている。

携帯電話普及の過程では、 国営を含む地場企業の

ほか、 外資系企業も大きな役割を果たしてきた。 中で

も、 複数の新興国に展開しているスペインの Telefonica

や英 Vodafone、 仏 Orange、 ノルウェーの Telenor 等の

欧州系企業の存在感が大きい。 中南米やアフリカでは、

1980 年代から 1990 年代にかけて国営企業の民営化や

競争市場導入のための通信市場の自由化が進められ、

そのなかで外資規制の緩和が行われたことで、 旧宗主

国を中心とした外資系企業の参入が加速した。 外資系

企業を中心に通信インフラの整備が行われたブラジル

やペルー、 コートジボワールでは携帯電話の普及率が

100％を超えており、 ケニアでは 73.8％、 世界で最も貧

しい国の 1 つであるモザンビークでも 69.8％に達してい

る。 一方で、 外資規制があることで国営企業が市場を

独占している国では普及が進んでおらず、 エチオピアで

は 31.5％の普及率にとどまっている。

アジアでは全体的にアフリカに比べて普及が進んでい

るが、 こちらでも外資系企業が展開している国では、 所

州諸国への展開を開始した。 国内と欧州市場でのシェ

ア拡大を目指していたが、 ほかの欧州企業との競争が

激しくなったことを受けて、 2000 年頃からは欧州域外へ

成長の場を求めて展開地域を広げた。 当初は日本や米

国に進出したが、 競争の激しさや自社ブランドでの事業

展開ができなかったことで撤退しており、 現在は欧州 13

カ国、 アフリカ 8 カ国、 インドを中心に世界 26 カ国で事

業を展開している。 Telefonica は、 1997 年にスペインの

電気通信市場が自由化されるまで同国の市場を独占し

ており、 現在でもスペインで最大のシェアを占めている。

スペインでの安定的な収益と金融力を活かして、 1990

年頃から旧植民地であった中南米を中心に積極的な展

開を進め、 欧州 3 カ国、 中南米 14 カ国および米国の

計 18 カ国で展開している。

両社は、 新興国市場への参入後、 通信インフラの整

備を進め、 契約者数を増やすことで順調に事業規模を

拡大していった。 欧州市場では、 携帯電話の普及が進

んだ 2007 年以降は ARPU （加入者 1 人当たりの月間

売上高） の減少傾向が続いていたが、 新興国市場での

事業拡大によって、 企業全体としては成長性を維持す

ることに成功していた。

二つの潮流と今後の方向性 
今後の新興国における通信インフラの潮流としては大

きく二つある。 一つ目は、 競争環境の激化である。 新

興国にはいまだ、 エチオピアのように普及が進んでいな

い国や、 農村部を中心に普及が進んでいない地域もあ

り、 外資系企業の参入機会や拡大余地は残っている。

特に、 近年外資規制の追加緩和を行ったメキシコやミャ

ンマー等では通信インフラの整備が一層進むだろう。 し

かし、 いずれは市場が成熟した先進国と同様に競争が

激しくなるものと考えられる。 新興国で展開している欧州

企業は既に価格競争の煽りを受けており、 これまで享受

してきた新興国市場での業績の押し上げ効果にも限界

が見え始めている。 さらに今後は、 通信品質向上のた

めの追加投資も必要になる。 求められるのは、 音声通

話だけでなく、 インターネットを通じたデータ通信を想定

した、 安定性と速度の向上である。 そうしたなかでは、

先進国市場と同様に投資コスト増加に耐えられない企業

の撤退や、 合従連衡を進める動きが強まるものと考えら

得水準の低い国でも携帯電話の普及が進んでおり、 カ

ンボジアで 132.7％、 バングラデシュでは 80.0％、 ラオ

スでも 67.0％の普及率となっている。 バングラデシュで

は前述の Telenor が主導しているが、 カンボジアやラオ

スではベトナムの Viettel 等のアジア企業の参入も見られ

る。 これらに対してインドでは、 外資の参入もあり 2008

年から 2011 年にかけて 29.5％から 73.2％まで急速に

普及が進んだものの、 国内の 22 に分かれた事業エリア

ごとに規制が異なるなど煩雑であることもあり、 2014 年

時点でも 74.5％と普及が頭打ちとなっている。 国営企

業 3 社が市場を独占している中国でも、 国策として通信

インフラの整備を進めたことである程度普及が進んでい

るが、 2014 年の携帯電話の普及率は経済発展の度合

いを勘案するとやや低めの 92.7％にとどまっている。 ま

た、 国営企業 MPT が市場を独占していたミャンマーで

は、 2013 年の携帯電話普及率は 12.8％にすぎなかっ

たが、 通信インフラの整備を重視する政策へとシフトし、

Telenor とカタールの Ooredoo の外資系企業 2 社に対し

て事業認可を与えた。 さらに 2014 年には、 KDDI と住

友商事の合弁企業が MPT との連携で同国の通信事業

へ参入するなど、 外資主導での通信インフラ整備を進め

ることで、 1 年間で普及率を 54.0％に上昇させた。

新興国に成長の場を求めた Vodafone、Telefonica 
新興国の通信市場における外資系企業の存在感は大

きいが、 世界の通信サービス企業の売り上げ上位は、 先

進国市場での競争に勝ち抜き事業拡大を進めた米AT&T

や独 Deutsche Telekom 等の企業が占めており、新興国

への展開を進めた企業はそれらより下位にとどまっている

（図表 2）。 Vodafone や Telefonica 等の欧州企業は、 競

争が激しくなった欧州や先進国での競争を避ける形で、

新興国での事業展開を進め、 成長性を補ってきた。

Vodafone は、 1985 年に英国で設立後、 1992 年に欧
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れる。 また、 インターネットを通じた映像や音楽サービス

の配信や、 金融等の非通信分野との連携強化など事業

の多角化を進める動きも出てくる可能性が高い。 しかし、

所得水準の低い新興国では ARPU 増加には限界がある

ことに加え、 通信インフラの品質も先進国に比べて劣後

していることから、 新興国でのインターネット事業の展開

には、 先進国での事業とは異なった技術やビジネスモ

デルが有効になることもあるだろう。

二つ目は、 新興国企業の台頭である。 2008 年に中

国鉄通を併合した中国移動通信は、 国内で携帯電話

やインターネットの普及を進めることで事業を拡大し、 売

上規模で世界 3 位に入るまでに成長している。 また、 メ

キシコの America Movil や、 インドの Bharti Airtel、 南

アフリカの MTN、 UAE の Etisalat、 クウェートの Zain と

いった企業は積極的に海外へと展開しており、 前述の

Viettel もアジアだけでなく、 モザンビークや中南米へ

も海外展開を進めている。 America Movil は、 旧国営

企業の TELMEX を源流とする企業であり、 メキシコ国

内で 7 割超のシェアを占める寡占市場を形成し、 高い

収益力を誇っている。 それを元手に 1999 年以降、 中

南米を中心に海外展開を進め、 2014 年には Telekom 

Austria を買収して欧州進出を果たすまでに成長してい

る。 Bharti Airtel は、 民間資本 100％で設立された、 イ

ンド全域で移動体通信サービスを提供する同国最大の

通信企業である。 インドでは、 前述のとおり 22 に分か

れた事業エリアごとに複数の通信事業者が乱立したこと

で競争が激化したため、 同社は国外への展開を指向し、

2010 年には Zain からアフリカ 15 カ国の事業を買収して

アフリカ市場での存在感を一気に高めている。

欧州企業と成長した新興国企業が競争することは、

新興国における通信インフラのカバレッジの拡大と通信

速度や利便性の向上だけでなく、 より安価なサービスの

提供にもつながるだろう。 これは、 社会の視点からする

と、 通信インフラを利用できる所得層が、 より貧しい層に

まで広がることを意味している。 そこでは、 製造業や従

来型のサービス産業に先駆ける形で、 通信インフラを駆

使して貧困層を対象とする、 新しいタイプの BOP ビジ

ネスが一層活性化される可能性もある。 これからの中低

所得国の産業発展のプロセスは、 通信インフラの拡充、

高度化によっても大きく左右されることになる。
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注 1：携帯電話普及率は、契約数（過去3カ月の間に稼働しているも
の）を人口で除した値。1人が複数台所有している場合もあるた
め100％を超えるケースもある

注 2：インターネット普及率は、インターネット利用者数を人口で除した
値。国によっては、除する人口を16歳以上74歳以下に限定する
など、総人口としていないケースもある

出所：ITU

図表 1. 携帯電話およびインターネットの普及率推移

図表 2. 世界の通信サービス企業上位の業績推移（売上高：百万ドル、年平均成長率、ROE：％）
 直近売上 

企業名
	 　本社 

自国以外でのキャリア事業展開国
 2000 年度	 2007 年度	 2014 年度

 高順位   所在国  売上高	 ROE	 売上高 年平均成長率 ROE	 売上高 年平均成長率	 ROE

	 1	 AT&T	 米国	 メキシコ	 51,476	 27.9	118,928	 12.7		 10.4	132,447	 1.5	 7.0
	 2	 Verizon Communications	米国	 -	 64,707	 38.7	 93,469	 5.4		 11.1	127,079	 4.5	 37.7
	 3	 中国移動通信	 中国	 パキスタン	 7,850	 45.2	 46,941	 29.1		 25.1	104,113	 12.1	 13.3
	 4	 NTT グループ＊	 日本	 米国	 103,386	 7.1	 93,779	 -1.4		 8.7	101,435	 1.1	 6.0
	 5	 Deutsche Telekom ドイツ	 オランダ、米国等、欧州・米国中心に15カ国	 37,806	 16.2	 85,697	 12.4		 1.3	 83,240	 -0.4	 11.9
	 6	 Softbank グループ＊	日本	 米国	 3,597	 9.1	 24,375	 31.4		 32.4	 79,265	 18.3	 27.8
	 7	 Vodafone グループ＊	英国	 ドイツ、エジプト等、欧州・アフリカ中心に25カ国	 22,184	 -6.9	 71,218	 18.1			 9.2	 68,108	 -0.6	 8.4
	 8	 Telefonica	 スペイン	ドイツ、メキシコ、ブラジル等、欧州・南米中心に 17 カ国	 26,306	 12.6	 77,369	 16.7		 47.8	 66,925	 -2.1	 14.2
	 9	 America Movil	 メキシコ	 ブラジル、 アルゼンチン、 東ヨーロッパ等 25 カ国	 3,088	 1.5	 28,518	 37.4		 49.8	 63,786	 12.2	 23.9
	 10	 中国電信	 中国	 -	 8,579	 20.0	 23,494	 15.5		 11.2	 52,652	 12.2	 6.2
	 11	 Orange	 フランス	 ベルギー、エジプト等、欧州・アフリカ中心に 25 カ国	 31,097	 14.1	 72,596	 12.9		 22.2	 52,402	 -4.5	 3.4

	 21	 Telenor ノルウェー スウェーデン、タイ等、 欧州 ・アジア中心に 12 カ国	 4,164	 3.8	 15,827	 21.0		 28.4	 16,951	 1.0	 13.2
	 24	 Bharti Airtel ＊	 インド	 ケニア、 ガーナ等、 アフリカ中心に 19 カ国	 -	 -	 6,716	 -	 38.6	 15,058	 12.2	 8.5
	 27	 MTN グループ＊ 南アフリカ ギニア、 シリア等、 中東・アフリカ中心に22カ国	 1,142	 8.6	 10,384	 37.1		 24.7	 13,554	 3.9	 26.2
	 29	 Emirates	telecommunications	UAE	 中東、 アフリカ中心に 18 カ国	 -	 -	 5,811	 -	 33.8	 13,277	 12.5	 21.5
注：＊は翌年 3月決算、それ以外は 12 月決算。MTN グループは 2006 年以降 12 月決算
出所：bloomberg、各社ホームページをもとに三井物産戦略研究所作成
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